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先月のリーガルノートでは、当事務所へのご相談内容を基にして労務対応をＱＡ形式

でご説明致しました。現時点においても、新型コロナウイルスの感染は拡大し、いつ緊急

事態宣言が出されてもおかしくはない状況にあり、いわゆるロックダウンが行われた場

合にどう対応すべきかというご相談が増えてきております。 

そこで、今回は、新型コロナウイルス感染拡大防止のためのロックダウンが行われた場

合の労務対応について、ご説明します。 

最近、ニュースで取り上げられている緊急事態宣言が出された場合のロックダウンで

すが、こちらについて、海外で行われているような、一切の外出が禁止されて自宅隔離と

なると思われている方も多いように思います。 

しかしながら、これには誤解があります。 

そもそも、緊急事態宣言とは、新型インフルエンザ等対策特別措置法（以下、「特措法」

といいます。）第 32条に定める新型インフルエンザ等緊急事態宣言（以下、「緊急事態宣

言」といいます。）を指しています。この緊急事態宣言が出された場合には、都道府県知

事は、住民に対し、新型インフルエンザ等の感染の防止に必要な協力を要請することがで

きるものとされています（特措法第 45条 1項）。 

こちらは、あくまで自粛協力要請であり、法的に一切の外出を禁止するものではありま

せん。また、自粛協力要請の対象となる外出には「生活の維持に必要な外出」は除かれて

います。同法の逐条解説によると、「生活の維持に必要な外出」とは、医療機関への通院、
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食料の買い出し、職場への出勤などを指すとされておりますので1、緊急事態宣言が出さ

れたとしても、労働者が就業場所に出勤することは可能です。 

以上の通り、緊急事態宣言が出され、これに基づく措置が採られた場合であっても、法

的に職場への出勤などが禁止されるわけではありません。 

⑵ 休業手当支払の要否 

緊急事態宣言が出された場合の措置についての法的整理は、上記の通りですので、その

ような事態になっても労働者は出勤をすることが可能です。 

そのため、緊急事態宣言及び外出自粛協力要請が出されたことを踏まえ、使用者が一時

的な休業を行う場合、これは使用者自身の判断によるものですので、休業手当（労働基準

法 26条）として平均賃金の 6割以上の支払は必要です。 

⑶ 年次有給休暇の取得 

使用者が一時的な休業を行う場合、上記の通り、休業手当の支払は必要ですが、労働者

が希望した場合には、年次有給休暇を取得してもらい、通常の賃金を支払うという扱いも

可能ではあります。ただ、年次有給休暇を取得することは、労働者の権利ですので、当然、

使用者がこれを取得するように強制することはできません。 

また、計画年休についての労使協定を締結している事業場の場合、その労使協定におい

て、具体的な付与日を定めておらず、別途計画表によるとして計画表の作成時期手続きを

労使協定中に定めているなど、機動的な規定になっている場合には、これに基づき年次有

給休暇を取得させることは可能です。 

ただ、そのような機動的な規定になっているケースは多くはないかと思いますので、①

希望者には年次有給休暇を取得してもらって通常の賃金を支払い、②これを希望しない

者や年次有給休暇が残っていない者については、休業手当を支払う、ということが、現実

的な対応であると考えます。 

新型コロナウイルスの感染拡大防止のために休業をした、又は休業を予定している企

業が増えている関係で、雇用調整助成金に特例措置が定められ、この受給に関するご相談

が当事務所に多数寄せられています。 

こちらの雇用調整助成金の受給のためには、事前に労使協定を締結しておく必要があ

ります。厚労省のＨＰ2に、「現在、事後提出の特例を講じており、書類の整備前に、休業

                                                   
1 新型インフルエンザ等対策研究会「逐条解説 新型インフルエンザ等対策特別措置法」

（中央法規、2013年）157頁から 158頁。 
2 https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufukin/pageL07.html 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufukin/pageL07.html
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等の実施が可能となっております。」との記載があることから、労使協定も事後的に締結

すれば足りるとも誤解しがちですが、少なくとも、現時点においては、労使協定の事後的

な締結は認められておりませんので、注意が必要です。 

なお、このような状況ですので、随時、特例措置が拡大する可能性はあり、最新の情報

は厚労省のＨＰや管轄のハローワークに確認をする必要がありますので、この点はご留

意下さい。 
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電話：03-3272-0101 FAX：03-3272-0102 

 

この記事に記載されている情報は、依頼者及び関係当事者のための一般的な情報として作成された

ものであり、教養及び参考情報の提供のみを目的とします。いかなる場合も当該情報について法律

アドバイスとして依拠し又はそのように解釈されないよう、また、個別な事実関係に基づく具体的

な法律アドバイスなしに行為されないようご留意下さい。 

 

 

https://labor-law.jp/ 

人事・労務に関する最新の法律情報、法改正、裁判例情報などを弁護士がわかりやすく解

説しています。 

 

 


